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１． 15年 3月期の業績(平成 14年 4月 1日～平成 15年 3月 31 日)
(1)経営成績  (注) 金額は記載単位未満を切り捨て、諸比率は四捨五入により表示しております。以下の諸表も同様であります。

正味収入保険料 経常利益 当期純利益

15年 3月期

14年 3月期

百万円　　％

836,841 (   7.7)

777,361 (△ 1.9)

百万円　　　％

20,319 (      ―)

△ 92,143 (△ 345.8)

百万円　　　％

10,304 (      ―)

△ 83,413 (△ 773.8)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

正味損害率 正味事業費率

15年 3月期
円　銭

           13 76
円　銭

          13 51
％

           2.9
％

        60.1
％

        35.3

14年 3月期        △ 110 47              ―        △ 18.1         67.0         38.9

(注)1.期中平均株式数  15 年 3 月期 748,497,010 株  14 年 3 月期 755,053,227 株
　  2.会計処理の方法の変更   無
　　3.潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益について、14年 3月期は当期純損失が計上されているため記載しておりません。
　　4.正味収入保険料、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
    ○正味損害率＝(正味支払保険金＋損害調査費)／正味収入保険料×100
    ○正味事業費率＝(諸手数料及び集金費＋営業費及び一般管理費)／正味収入保険料×100
     (なお、営業費及び一般管理費は、保険引受に係るものに限ります。)

(2)配当状況
１株当たり年間配当金

中　間 期　末
配当金総額
(年　間)

配当性向
株主資本
配 当 率    

15年 3月期
円　銭

           7 00
円　銭

 ――――
円　銭

    7 00
百万円

        5,221
％

      50.8
％

      1.7

14年 3月期            7 00  ――――     7 00         5,284        ―       1.3

(注) 配当性向について、14 年 3 月期は当期純損失が計上されているため記載しておりません。

(3)財政状態
総 資 産     株 主 資 本     株主資本比率 １株当たり株主資本

15年 3月期
百万円

          2,496,328
百万円

            308,888
％

          12.4
円　銭

           414 06

14年 3月期           2,663,459             394,390           14.8            522 38

(注) 1.期末発行済株式数  15年 3月期 745,985,254株   14 年 3 月期  754,985,441 株
2.期末自己株式数  15年 3月期   10,216,157株   14 年 3 月期    1,215,970 株

２．16年 3月期の業績予想(平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31 日)
１株当たり年間配当金

正味収入保険料 経常利益 当期純利益
中　間 期　末

中間期
通　期

百万円
      432,000
      854,000

百万円
        7,000
       20,500

百万円
        4,000
       10,500

円　銭
―――――
―――――

円　銭
―――――

        7 00

円　銭
―――――

       7 00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 14 円 07 銭

※上記業績予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は様々な要因に

よって   予想数値と異なる可能性があります。業績予想の前提条件等につきましては、添付資料の1ページをご参照ください。
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平成１６年３月期の業績予想について

平成 16年 3月期の業績予想に係る主な前提条件は、次のとおりであります。

１． 業績予想数値は、自動車損害賠償責任保険における政府再保険制度の廃止(平成14年4 月 

実施)影響等を勘案した、当社独自の予測に基づいております。

２．正味支払保険金につきましては、過去実績を勘案して自然災害による大口支払を 75 億円

見込んでおります。

３．資産運用に係る見通しにつきましては、市場金利、為替レート、株式相場ともに平成15年 

3月末から大きくは変動しない前提としております。
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平成 14 年度 損益状況の対前期比較

(単位：百万円)

平成 13 年度 平成 14 年度年   度

科   目 (第 1 期) (第 2 期)
比較増減 増減率

％

元受正味保険料 (含む収入積立保険料 ) 945,458 968,230 22,772 2.4

( 元 受 正 味 保 険 料 ) ( 839,130 ) ( 864,579 ) ( 25,448 ) ( 3.0 )

保 険 引 受 収 益 1,038,657 1,037,003 △   1,653 △   0.2

( う ち 正 味 収 入 保 険 料 ) ( 777,361 ) ( 836,841 ) ( 59,479 ) ( 7.7 )

( う ち 収 入 積 立 保 険 料 ) ( 106,327 ) ( 103,651 ) ( △   2,676 ) ( △   2.5 )

( う ち 支 払 備 金 戻 入 額 ) ( - ) ( 28,526 ) ( 28,526 ) ( - )

( う ち 責 任 準 備 金 戻 入 額 ) ( 126,059 ) ( 45,557 ) ( △  80,502 ) ( △  63.9 )

保 険 引 受 費 用 1,016,548 882,999 △ 133,549 △  13.1

( う ち 正 味 支 払 保 険 金 ) ( 480,287 ) ( 463,655 ) ( △  16,632 ) ( △   3.5 )

( う ち 損 害 調 査 費 ) ( 40,173 ) ( 38,933 ) ( △   1,240 ) ( △   3.1 )

( う ち 諸 手 数 料 及 び 集 金 費 ) ( 152,423 ) ( 148,746 ) ( △   3,676 ) ( △   2.4 )

( う ち 満 期 返 戻 金 ) ( 223,519 ) ( 220,444 ) ( △   3,074 ) ( △   1.4 )

( う ち 支 払 備 金 繰 入 額 ) ( 119,611 ) ( - ) ( △ 119,611 ) ( △ 100.0 )

資 産 運 用 収 益 64,959 59,855 △   5,103 △   7.9

( う ち 利 息 及 び 配 当 金 収 入 ) ( 46,463 ) ( 40,372 ) ( △   6,090 ) ( △  13.1 )

( う ち 有 価 証 券 売 却 益 ) ( 41,087 ) ( 39,878 ) ( △   1,208 ) ( △   2.9 )

資 産 運 用 費 用 21,615 40,526 18,911 87.5

( う ち 有 価 証 券 売 却 損 ) ( 4,957 ) ( 3,504 ) ( △   1,452 ) ( △  29.3 )

( う ち 有 価 証 券 評 価 損 ) ( 10,259 ) ( 30,209 ) ( 19,949 ) ( 194.4 )

経

常

損

益営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 159,153 155,132 △   4,021 △   2.5

( 保険引受に係る営業費及び一般管理費 ) ( 150,247 ) ( 146,539 ) ( △   3,708 ) ( △   2.5 )

そ の 他 経 常 損 益 1,556 2,119 562 36.1

経 常 利 益 ( △ 経 常 損 失 ) △  92,143 20,319 112,463 -

( 保険引受利益 (△保険引受損失 ) ) ( △ 127,496 ) ( 7,335 ) ( 134,831 ) ( - )

特 別 利 益 26,753 14,730 △  12,022 △  44.9

特 別 損 失 64,969 14,414 △  50,555 △  77.8

特
別
損
益特 別 損 益 △  38,216 316 38,532 -

税 引 前 当 期 利 益 ( △ 税 引 前 当 期 損 失 ) △ 130,360 20,635 150,995 -

法 人 税 及 び 住 民 税 2,669 3,358 688 25.8

法 人 税 等 調 整 額 △  49,616 6,973 56,589 -

当 期 利 益 ( △ 当 期 損 失 ) △  83,413 10,304 93,717 -

前 期 繰 越 利 益 5,683 5,347 △     336 △   5.9

合 併 に よ る 未 処 分 利 益 受 入 額 6,207 - △   6,207 △ 100.0

当 期 未 処 分 利 益 ( △ 当 期 未 処 理 損 失 ) △  71,521 15,651 87,173 -

正 味 損 害 率 67.0 % 60.1 %

正 味 事 業 費 率 38.9 35.3

運用資 産利 回り ( イン カム利 回り ) 2.11 1.93

諸

比

率資 産 運 用 利 回 り ( 実 現 利 回 り ) 1.43 1.99

(参考)時価総合利回り：平成 13 年度は△1.57%、平成 14 年度は△4.24%であります。

(注)1．保険引受利益＝保険引受収益－(保険引受費用＋保険引受に係る営業費及び一般管理費)±その他収支

       なお、その他収支は自動車損害賠償責任保険等に係る法人税相当額などであります。

    2．各利回りの計算方法は 24ページに記載のとおりであります。
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 [1] 収入保険料の種目別内訳

 (単位：百万円)

平成 13 年度 平成 14 年度

(第 1 期) (第 2 期)

年    度

保険種目 金 額 構 成 比 増 収 率 金 額 構 成 比 増 収 率

％ ％ ％ ％

火 災 保 険 93,555 11.2 △  5.8 92,817 10.7 △  0.8

海 上 保 険 5,019 0.6 △  7.3 4,991 0.6 △  0.6

傷 害 保 険 52,048 6.2 △ 12.0 50,081 5.8 △  3.8

自 動 車 保 険 481,018 57.3 △  0.7 476,841 55.2 △  0.9

自動車損害賠償責任保険 141,134 16.8 △  3.2 170,681 19.7 20.9

そ の 他 66,353 7.9 4.4 69,164 8.0 4.2

元

受

正

味

保

険

料合 計 839,130 100.0 △  2.2 864,579 100.0 3.0

火 災 保 険 91,027 11.7 △  8.1 81,042 9.7 △ 11.0

海 上 保 険 5,343 0.7 △  1.3 5,224 0.6 △  2.2

傷 害 保 険 51,867 6.7 △  9.7 49,887 6.0 △  3.8

自 動 車 保 険 488,179 62.8 △  0.3 490,025 58.6 0.4

自動車損害賠償責任保険 78,548 10.1 △  3.2 131,531 15.7 67.5

そ の 他 62,394 8.0 4.3 79,128 9.4 26.8

正

味

収

入

保

険

料合 計 777,361 100.0 △  1.9 836,841 100.0 7.7

(注)元受正味保険料は収入積立保険料を除いております。

[2] 正味支払保険金及び正味損害率の種目別内訳

 (単位：百万円)

平成 13 年度 平成 14 年度

(第 1 期) (第 2 期)

年    度

保険種目 金 額 正味損害率 金 額 正味損害率

正味損害率の

比較増減

％ ％ ％

火 災 保 険 77,182 86.8 37,188 48.2 △  38.6

海 上 保 険 3,874 77.3 2,711 55.0 △  22.3

傷 害 保 険 20,186 43.7 18,767 42.8 △   0.9

自 動 車 保 険 286,134 63.5 273,352 60.4 △   3.1

自動車損害賠償責任保険 49,354 73.6 51,236 45.0 △  28.6

そ の 他 43,555 74.8 80,400 106.1 31.3

合 計 480,287 67.0 463,655 60.1 △   6.9

(注)正味損害率は正味支払保険金に損害調査費を加えて算出しております。
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貸借対照表(資産の部)

 (単位：百万円)

第 1 期 第 2 期

(平成 14 年 3 月 31 日現在) (平成 15 年 3 月 31 日現在)

期    別

科    目 金    額 構成比 金    額 構成比

比較増減

( 資 産 の 部 ) ％ ％

現 金 及 び 預 貯 金 140,964 5.29 155,329 6.22 14,364

現 金 275 267

預 貯 金 140,688 155,061

コ ー ル ロ ー ン 1,000 0.04 1,000 0.04 -

買 入 金 銭 債 権 11,634 0.44 12,652 0.51 1,018

金 銭 の 信 託 20,275 0.76 11,503 0.46 △   8,771

有 価 証 券 1,518,276 57.00 1,337,172 53.56 △ 181,104

国 債 143,803 142,949

地 方 債 31,254 23,975

社 債 377,659 302,607

株 式 599,644 456,997

外 国 証 券 355,426 369,965

そ の 他 の 証 券 10,487 40,677

貸 付 金 399,193 14.99 364,359 14.60 △  34,833

保 険 約 款 貸 付 10,546 9,281

一 般 貸 付 388,647 355,077

不 動 産 及 び 動 産 193,221 7.25 186,046 7.45 △   7,175

土 地 71,639 70,220

建 物 100,678 97,040

動 産 20,471 16,759

建 設 仮 勘 定 432 2,024

そ の 他 資 産 250,759 9.41 254,334 10.19 3,575

未 収 保 険 料 12,088 12,413

代 理 店 貸 28,868 30,405

外 国 代 理 店 貸 734 586

共 同 保 険 貸 1,689 2,182

再 保 険 貸 56,143 53,361

外 国 再 保 険 貸 48,053 42,344

未 収 金 9,171 24,882

未 収 収 益 5,699 5,098

預 託 金 15,033 13,940

地 震 保 険 預 託 金 25,001 26,586

仮 払 金 34,731 30,571

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 1,452 1,184

金 融 派 生 商 品 2,315 2,130

そ の 他 の 資 産 9,774 8,647

繰 延 税 金 資 産 146,765 5.51 189,464 7.59 42,698

支 払 承 諾 見 返 1,200 0.05 - - △   1,200

貸 倒 引 当 金 △   19,832 △ 0.74 △   15,533 △ 0.62 4,298

資 産 の 部 合 計 2,663,459 100.00 2,496,328 100.00 △ 167,130
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貸借対照表(負債及び資本の部)
 (単位：百万円)

第 1 期 第 2 期

(平成 14 年 3 月 31 日現在) (平成 15 年 3 月 31 日現在)

期    別

科    目 金   額 構成比 金    額 構成比

比較増減

( 負 債 の 部 ) ％ ％

保 険 契 約 準 備 金 2,119,416 79.57 2,045,332 81.93 △  74,083

支 払 備 金 397,637 369,111

責 任 準 備 金 1,721,779 1,676,221

転 換 社 債 18,800 0.71 - - △  18,800

そ の 他 負 債 106,575 4.00 117,997 4.73 11,421

共 同 保 険 借 1,253 1,090

再 保 険 借 37,371 41,697

外 国 再 保 険 借 20,438 23,744

借 入 金 208 157

未 払 法 人 税 等 1,930 4,080

預 り 金 4,512 4,677

前 受 収 益 1,661 1,315

未 払 金 18,635 18,313

仮 受 金 19,275 22,708

借 入 有 価 証 券 284 112

金 融 派 生 商 品 1,004 98

退 職 給 付 引 当 金 16,815 0.63 17,843 0.72 1,028

賞 与 引 当 金 5,079 0.19 5,044 0.20 △       34

価 格 変 動 準 備 金 1,182 0.04 1,222 0.05 40

支 払 承 諾 1,200 0.05 - - △    1,200

負 債 の 部 合 計 2,269,069 85.19 2,187,440 87.63 △   81,628

( 資 本 の 部 )

資 本 金 100,005 3.75 100,005 4.01 -

資 本 剰 余 金 44,081 1.66 44,081 1.76 -

資 本 準 備 金 44,081 44,081

利 益 剰 余 金 144,934 5.44 149,953 6.01 5,019

利 益 準 備 金 24,958 26,058

任 意 積 立 金 191,498 108,244

( 配 当 引 当 積 立 金 ) ( 43,925 ) ( 38,640 )

(保険契約特別積立金 ) ( 53,670 ) ( 25,070 )

(海外投資等損失準備金) ( 0 ) ( 0 )

( 圧 縮 記 帳 積 立 金 ) ( 1,282 ) ( 1,267 )

( 特 別 償 却 準 備 金 ) ( 335 ) ( 280 )

( 特 別 積 立 金 ) ( 92,285 ) ( 42,985 )

当期未処分利益(△当期未処理損失) △   71,521 15,651

(当期利益(△当期損失)) ( △   83,413 ) ( 10,304 )

株 式 等 評 価 差 額 金 105,745 3.97 17,784 0.71 △   87,961

自 己 株 式 △      376 △ 0.01 △    2,936 △ 0.12 △    2,559

資 本 の 部 合 計 394,390 14.81 308,888 12.37 △   85,501

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 2,663,459 100.00 2,496,328 100.00 △  167,130

  貸借対照表の注記 22(11 ページ)に記載のとおり、当期から保険業法施行規則の改正により資本の部の区分を変更して

おりますが、比較の便を考慮し前期につきましても改正後の資本の部の区分に組み替えております。
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損益計算書
 (単位：百万円)

第 1 期 第 2 期
平成13年4月 1日から 平成14年4月 1日から

期    別

科    目 平成14年3月31日まで 平成15年3月31日まで

比較増減

経  常  収  益 1,106,702 1,100,527 △    6,175
保 険 引 受 収 益 1,038,657 1,037,003 △    1,653

正 味 収 入 保 険 料 777,361 836,841 59,479
収 入 積 立 保 険 料 106,327 103,651 △    2,676
積 立 保 険 料 等 運 用 益 25,327 22,412 △    2,915
支 払 備 金 戻 入 額 - 28,526 28,526
責 任 準 備 金 戻 入 額 126,059 45,557 △   80,502
為 替 差 益 3,552 - △    3,552
そ の 他 保 険 引 受 収 益 28 14 △       13

資 産 運 用 収 益 64,959 59,855 △    5,103
利 息 及 び 配 当 金 収 入 46,463 40,372 △    6,090
金 銭 の 信 託 運 用 益 195 275 79
売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益 1,503 - △    1,503
有 価 証 券 売 却 益 41,087 39,878 △    1,208
有 価 証 券 償 還 益 504 1,465 961
そ の 他 運 用 収 益 532 274 △      258
積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替 △   25,327 △   22,412 2,915

そ の 他 経 常 収 益 3,085 3,668 582

経  常  費  用 1,198,846 1,080,208 △  118,638
保 険 引 受 費 用 1,016,548 882,999 △  133,549

正 味 支 払 保 険 金 480,287 463,655 △   16,632
損 害 調 査 費 40,173 38,933 △    1,240
諸 手 数 料 及 び 集 金 費 152,423 148,746 △    3,676
満 期 返 戻 金 223,519 220,444 △    3,074
契 約 者 配 当 金 189  39 △      150
支 払 備 金 繰 入 額 119,611 - △  119,611
為 替 差 損 - 10,870 10,870
そ の 他 保 険 引 受 費 用 343 308 △       34

資 産 運 用 費 用 21,615 40,526 18,911
金 銭 の 信 託 運 用 損 4,103 2,756 △    1,347
売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損 - 859 859
有 価 証 券 売 却 損 4,957 3,504 △    1,452
有 価 証 券 評 価 損 10,259 30,209 19,949
有 価 証 券 償 還 損 9 - △        9
金 融 派 生 商 品 費 用 658 2,665 2,006

経

常

損

益

の

部
為 替 差 損 1,032 423 △      609
そ の 他 運 用 費 用 593 107 △      485

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 159,153 155,132 △    4,021
そ の 他 経 常 費 用 1,529 1,549 20

支 払 利 息 280 198 △       82
貸 倒 損 失 22 68 46
そ の 他 の 経 常 費 用 1,226 1,282 56

経 常 利 益 ( △ 経 常 損 失 ) △   92,143 20,319 112,463

特 別 利 益 26,753 14,730 △   12,022
不 動 産 動 産 処 分 益 73 3,448 3,374
価 格 変 動 準 備 金 戻 入 額 9,502 - △    9,502
そ の 他 特 別 利 益 17,177 11,282 △    5,895

特 別 損 失 64,969 14,414 △   50,555
不 動 産 動 産 処 分 損 739 2,654 1,915
価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 - 40 40

特

別

損

益

の

部
そ の 他 特 別 損 失 64,230 11,719 △   52,510

税引前当期利益 (△税引前当期損失 ) △  130,360 20,635 150,995
法 人 税 及 び 住 民 税 2,669 3,358 688
法 人 税 等 調 整 額 △   49,616 6,973 56,589
当 期 利 益 ( △ 当 期 損 失 ) △   83,413 10,304 93,717

前 期 繰 越 利 益 5,683 5,347 △      336
合 併 に よ る 未 処 分 利 益 受 入 額 6,207 - △    6,207
当期未処分利益 (△当期未処理損失 ) △   71,521 15,651 87,173
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利益処分案
 (単位：百万円)

期    別

科    目

第 1 期

(平成 13 年度)

第 2 期

(平成 14 年度)
比較増減

当期未処分利益(△当期未処理損失) △    71,521 15,651 87,173

任 意 積 立 金 取 崩 額 83,253 179 △    83,073

( 配 当 引 当 積 立 金 ) ( 5,284 ) ( - )

( 保 険 契 約 特 別 積 立 金 ) ( 28,600 ) ( - )

(海外投資等損失準備金 ) ( 0 ) ( 0 )

( 圧 縮 記 帳 積 立 金 ) ( 14 ) ( 125 )

( 特 別 償 却 準 備 金 ) ( 54 ) ( 54 )

( 特 別 積 立 金 ) ( 49,300 ) ( - )

計 11,732 15,831 4,099

利 益 処 分 額 6,384 8,387 2,002

利 益 準 備 金 1,100 1,100

配 当 金 5,284 5,221

(一株につき 7.0 円) (一株につき 7.0 円)

任 意 積 立 金 - 2,065

( 圧 縮 記 帳 積 立 金 ) ( - ) ( 629 )

( 圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 ) ( - ) ( 435 )

( 特 別 積 立 金 ) ( - ) ( 1,000 )

次 期 繰 越 利 益 5,347 7,444 2,097

(注) 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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 [第 2 期の注記]

貸借対照表の注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。

(1)  売買目的有価証券の評価は、時価法により行っております。なお、売却原価の算定は移動

平均法に基づいております。

(2)  満期保有目的の債券の評価は、償却原価法により行っております。

(3)  子法人等株式及び関連法人等株式の評価は、移動平均法に基づく原価法により行っており

ます。

(4)  その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法によ

り行っております。

　なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基

づいております。

(5)  その他有価証券のうち時価のないものの評価は、移動平均法に基づく原価法又は償却原価

法により行っております。

２．有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている

有価証券の評価は、時価法により行っております。

３．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．不動産及び動産の減価償却は、定率法により行っております。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以

降に取得した建物（建物付属設備を除く）については、定額法により行っております。

また、自社利用のソフトウェアの減価償却は、社内における利用可能期間に基づく定額法によ

り行っております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っており

ます。

６．(1)  貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引
当基準に基づき、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が

発生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権

については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等

を控除し、その残額を引き当てております。

　今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権

額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額

のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。

　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率

を債権額に乗じた額を引き当てております。

　また、全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各資産所管部門及び金融資産監査室

が資産査定を実施し、その査定結果に基づいて上記の引き当てを行っております。

   (2)  退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時に一時の損益として処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15 年)

による定額法により、それぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。
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当社は、厚生年金基金の代行部分について、平成１５年３月１４日付で厚生労働大臣から、

将来分支給義務免除の認可を受けました。これにより、｢退職給付会計に関する実務指針（中

間報告）｣（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過

措置を適用し、当該認可の日において、代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資

産を消滅したものとみなして処理しております。これに伴い、厚生年金基金の代行部分返上

益 7,586百万円をその他特別利益に計上しております。なお、当期末における年金資産の返

還相当額は 14,110百万円であります。

当期末における退職給付制度ごとの退職給付信託の設定状況及び退職給付引当金との関

係は次のとおりであります。

退職一時金
制度

厚生年金
基金制度

適格退職
年金制度

計

百万円 百万円 百万円 百万円

退職給付引当金
(退職給付信託の年金資産控除前)

△30,114 △30,720 △641 △61,476

退職給付信託の年金資産
(未認識の数理計算上の差異を除く)

12,912 36,343 － 49,256

貸借対照表上の退職給付引当金
(退職給付信託の年金資産控除後)

△17,202 － △641 △17,843

貸借対照表上の前払年金費用
(退職給付信託の年金資産控除後)

－ 5,623 － 5,623

なお、前払年金費用は、貸借対照表の「その他の資産」に含めて計上しております。

(3)  賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。

７．価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115条の規定に基

づき計上しております。

８．保有する資産の将来の為替相場変動による市場リスクを回避するためにヘッジを行っている一

部の債券につきましては、通貨スワップの振当処理を行っております。また、利息の受払条件を

変換するために金利スワップ取引を行っている一部の債券については金利スワップの特例処理

を行っております。

９．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管

理費等の費用は税込方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行っております。

１０．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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１１．(1)  貸付金のうち、破綻先債権額は 314百万円、延滞債権額は 20,101 百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな
かった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）の
うち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1 項第 3 号のイからホまでに掲
げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸付金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。
(2)  貸付金のうち、３カ月以上延滞債権額は 872百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上
遅延している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

(3)  貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は 3,872百万円であります。

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利
の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決め
を行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであり
ます。

(4)  破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸付条件緩和債権額の合計額は

25,159百万円であります。

１２．不動産及び動産の減価償却累計額は 183,895百万円、圧縮記帳額は 9,787 百万円であります。

１３．商法第 280 条ノ 19 第 1 項の規定による新株予約権の行使価額は１株につき 469 円であり、そ

の行使により発行すべき株式は普通株式 389,700 株であります。

１４．１株当たりの当期利益は 13円 76銭であります。

算定上の基礎である当期利益及び普通株式に係る当期利益はいずれも 10,304 百万円、普通株

式の期中平均株式数は 748,497 千株であります。

１株当たりの当期利益の算定にあたっては、当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）を適用しております。なお、従来の方法により算定した場合の１株当た

りの当期利益は、当期に採用した方法によるものと同額であります。

１５．商法第 290条第 1項第 6号に規定する純資産の額は 18,477百万円であります。

１６．子会社に対する金銭債権総額は 3,519百万円、金銭債務総額は 843百万円であります。

１７．子会社株式の額は 53,559 百万円であります。

１８．担保に供している資産は、有価証券 40,635 百万円であります。また、担保付き債務は借入金

157百万円であります。

１９．貸付金に係るコミットメント契約の融資未実行残高は 7,213百万円であります。

なお、貸付金に係るコミットメント契約とは、借手から融資実行の申し出を受けた場合に、契

約上規定された条件について違反がない限り一定の限度額まで資金を貸し付けることを約した

契約であります。
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２０．退職給付に関する事項は次のとおりであります。
(1)  退職給付債務及びその内訳

退職給付債務 △ 133,462百万円
年金資産                      83,467百万円
未積立退職給付債務 △  49,994百万円
未認識数理計算上の差異   　　37,774百万円
貸借対照表計上額の純額 △  12,219百万円
前払年金費用     　　　　　　 5,623百万円
退職給付引当金 △  17,843百万円

(2)  退職給付債務等の計算基礎

退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準
割引率     ２．０％
期待運用収益率  厚生年金基金及び
　　　　　　　　　　適格退職年金     ２．５％

退職給付信託     ０．０％
過去勤務債務の額の処理年数       １年
数理計算上の差異の処理年数     １５年

２１．繰延税金資産の総額は 203,437 百万円、繰延税金負債の総額は 11,417 百万円であります。ま

た、繰延税金資産から評価性引当額として控除した額は 2,555 百万円であります。

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、責任準備金 95,211 百万円、有価証券評価損 36,627

百万円、支払備金 30,706 百万円、減価償却費 11,788百万円及び退職給付信託設定有価証券 7,851

百万円であります。

繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、その他有価証券及びこれに準じて処理する買入金

銭債権に係る評価差額 10,042百万円であります。

なお、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は 36.1%であります。

２２．当期から保険業法施行規則の改正により貸借対照表の様式を改訂し、「資本の部」の区分を、

従来の「資本金」、「法定準備金」、「剰余金」、「評価差額金」及び「自己株式」から、「資本金」、

「資本剰余金」、「利益剰余金」、「株式等評価差額金」及び「自己株式」に変更して表示しており

ます。

２３．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。



-12-                      あいおい損害保険株式会社

損益計算書の注記

１．子会社との取引による収益総額は 12,255百万円、費用総額は 36,963百万円であります。

２．(1)正味収入保険料の内訳は、次のとおりであります。

 収入保険料　　　　　　　1,025,154百万円

 支払再保険料　　　　　　　188,313百万円

 　差引　　　　　　　　　　836,841 百万円

(2)正味支払保険金の内訳は、次のとおりであります。

 支払保険金　　　　　　　　607,816百万円

 回収再保険金　　　　　　　144,161 百万円

 　差引　　　　　　　　　　463,655百万円

(3)諸手数料及び集金費の内訳は、次のとおりであります。

 支払諸手数料及び集金費　 157,137 百万円

 出再保険手数料　　　　　   8,390 百万円

 　差引　　　　　　　　　 148,746 百万円

(4)利息及び配当金収入の内訳は、次のとおりであります。

 預貯金利息　　　　　　　　　　65 百万円

 コールローン利息　　　　　　   0 百万円

 買入金銭債権利息　　　　　　  69 百万円

 有価証券利息・配当金　　　25,394 百万円

 貸付金利息　　　　　 　　　8,653 百万円

 不動産賃貸料　　　　　　　 5,767 百万円

 その他利息・配当金　　　　　 423 百万円

　　計　　　　　　　　　　 40,372 百万円

３．売買目的有価証券運用損中の利息及び配当金収入は 251 百万円、売却損益は 151 百万円の益及び

評価損益は 1,262百万円の損であります。

４．金銭の信託運用益及び金銭の信託運用損中の評価損益の合計額は 657百万円の益であります。ま

た、金融派生商品費用中の評価損益は 979百万円の益であります。

５．その他特別利益は、厚生年金基金の代行部分返上益 7,586 百万円及び貸倒引当金戻入額 3,696百

万円であります。

６．その他特別損失は、合併関連費用 10,468 百万円及び不動産評価損 1,250 百万円を臨時的な損失

として処理したものであります。
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７．損害調査費並びに営業費及び一般管理費並びにその他特別利益として計上した退職給付費用は

3,463百万円であり、その内訳は次のとおりであります。

勤務費用  　　　　　　　　　　　 7,569百万円

利息費用  　　　　　　　　　　　 3,568百万円

期待運用収益  　　　　　　　 △  1,580百万円

数理計算上の差異の費用処理額　　 1,491 百万円

退職給付費用　　　　　　　　　　11,049百万円

厚生年金基金の代行部分返上益 △  7,586 百万円

　　　　計　　　　　　　　　　　 3,463百万円

なお、勤務費用については、厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

８．当期における法定実効税率は 36.1％、税効果会計適用後の法人税等の負担率は 50.1％であり、

この差異の主要な内訳は評価性引当額 12.4％、受取配当等の益金不算入額△5.2％、交際費等の損

金不算入額 4.0％であります。

９．当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第 1 号）を適用

しております。これによる当期の損益に与える影響は軽微であります。

１０．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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リース取引関係リース取引関係リース取引関係リース取引関係

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

(単位：百万円)

第 1 期 (平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 2 期 (平成 15 年 3 月 31 日現在)

取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却

累 計 額

相 当 額

期 末 残 高

相 当 額

取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却

累 計 額

相 当 額

期 末 残 高

相 当 額

動   産 1,116 830 286 590 432 157

そ の 他 35 30 5 - - -

合 計 1,152 860 291 590 432 157

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が不動産及び動産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

②未経過リース料期末残高相当額

   第 1期    第 2期

１年内 193百万円 99百万円

１年超 98百万円 57百万円

合計 291 百万円 157百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が不動産及び動産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

   第 1期    第 2期

支払リース料 256百万円 129百万円

減価償却費相当額 256百万円 129百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

   第 1期    第 2期

１年内 422百万円 203百万円

１年超 918百万円 641 百万円

合計 1,341 百万円 845百万円
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有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係

有   価   証   券

１．売買目的有価証券
(単位：百万円)

第 1 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 2 期(平成 15 年 3 月 31 日現在)

貸 借 対 照 表

計 上 額

損益に含まれた

評 価 差 額
貸 借 対 照 表

計 上 額

損益に含まれた

評 価 差 額

売買目的有価証券 42,405 1,947 30,247 651

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの
 (単位：百万円)

第 1 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 2 期(平成 15 年 3 月 31 日現在)

種        類 貸借対照表

計 上 額
時   価 差    額

貸借対照表

計 上 額
時   価 差    額

公 社 債 206 251 44 206 254 47

外国証券 1,070 1,359 288 1,070 1,209 138
時 価 が 貸 借 対 照 表

計上額を超えるもの
小 計 1,277 1,610 333 1,277 1,463 185

時 価 が 貸 借 対 照 表

計上額を超えないもの
公 社 債 1,879 1,747 △  132 - - -

合      計 3,157 3,358 201 1,277 1,463 185

３．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
該当ありません。

４．その他有価証券で時価のあるもの
 (単位：百万円)

第 1 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 2 期(平成 15 年 3 月 31 日現在)

種        類
取 得 原 価

貸借対照表

計 上 額
差    額 取 得 原 価

貸借対照表

計 上 額
差    額

公 社 債 390,750 403,760 13,009 367,479 386,434 18,955

株 式 330,314 478,727 148,413 137,289 191,021 53,732

外 国 証 券 244,432 262,484 18,051 178,273 186,104 7,831

そ の 他 3,144 3,215 71 7,757 7,979 222

貸 借 対 照 表

計 上 額 が

取 得 原 価 を

超 え る も の
小 計 968,642 1,148,188 179,546 690,798 771,540 80,742

公 社 債 143,485 140,097 △  3,387 81,413 77,671 △  3,742

株 式 76,175 69,031 △  7,144 245,675 213,614 △ 32,061

外 国 証 券 35,538 33,552 △  1,985 138,247 129,615 △  8,631

そ の 他 8,509 6,940 △  1,568 43,906 35,426 △  8,480

貸 借 対 照 表

計 上 額 が

取 得 原 価 を

超えないもの
小 計 263,708 249,622 △ 14,085 509,242 456,327 △ 52,915

合      計 1,232,350 1,397,810 165,460 1,200,041 1,227,868 27,826

(注) 貸借対照表において買入金銭債権として処理されている小口債権信託受益権等を「その他」に含
めております。

     

５．当期に売却した満期保有目的の債券
該当ありません。

６．当期に売却したその他有価証券
(単位：百万円)

平成1 3年4月 1日から 平成1 4年4月 1日から
   第1期

平成1 4年3月3 1日まで
   第2期

平成1 5年3月3 1日まで

売 却 額
売 却 益 の

合 計 額

売 却 損 の

合 計 額
売 却 額

売 却 益 の

合 計 額

売 却 損 の

合 計 額

その他有価証券 411,812 41,087 4,957 623,063 39,842 3,504
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７．時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額

第 1 期
(平成 14 年 3 月 31 日現在)

第 2 期
(平成 15 年 3 月 31 日現在)

(1) 満期保有目的の債券

公社債 6,363 百万円 5,019 百万円

(2) 子会社株式及び関連会社株式

株式 33,997 百万円 33,950 百万円

外国証券 19,985 百万円 19,974 百万円

合計 53,982 百万円 53,924 百万円

(3) その他有価証券

公社債 410 百万円 200 百万円

株式 17,888 百万円 18,410 百万円

外国証券 -百万円 7,000 百万円

その他 7,893 百万円 5,876 百万円

合計 26,192 百万円 31,487 百万円
 (注)貸借対照表において買入金銭債権として処理されている小口債権信託受益権等を「その他」に

含めております。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額
(単位：百万円)

第 1 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 2 期(平成 15 年 3 月 31 日現在)

種  類
１年以内

１ 年 超

５年以内

５ 年 超

10 年以内
10 年超 １年以内

１ 年 超

５年以内
５ 年 超

10 年以内
10 年超

公 社 債 61,740 261,905 210,285 18,787 38,463 219,259 150,562 61,246

外国証券 9,402 159,608 80,605 2,013 10,093 187,182 55,259 19,516

そ の 他 3,872 4,899 7,334 79 830 5,377 14,543 -

合 計 75,014 426,413 298,225 20,880 49,388 411,818 220,365 80,763

(注)貸借対照表において買入金銭債権として処理されている小口債権信託受益権等を「その他」に含め
ております。

９．その他有価証券の減損
平成13年4月 1日から 平成14年4月 1日から

    第 1 期
平成14年3月31日まで

      第 2 期
平成15年3月31日まで

  その他有価証券について 51,142 百万円の減損
処理を行っており、うち 41,027 百万円は、その他
特別損失に計上しております。
  なお、その他有価証券の減損処理にあたって、
期末日の時価が取得原価に比べて 50%以上下落し
たものすべてと下落幅が 30%以上 50%未満である
もののうち回復可能性のないものを対象としてお
ります。

  その他有価証券について 30,209 百万円の減損
処理を行っております。
  なお、その他有価証券の減損処理にあたって、
期末日の時価が取得原価に比べて 50%以上下落し
たものすべてと下落幅が 30%以上 50%未満である
もののうち回復可能性のないものを対象としてお
ります。

金銭の信託関係金銭の信託関係金銭の信託関係金銭の信託関係

金 銭 の 信 託

１． 運用目的の金銭の信託
(単位：百万円)

第 1 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 2 期(平成 15 年 3 月 31 日現在)

貸 借 対 照 表

計 上 額

損益に含まれた

評 価 差 額
貸 借 対 照 表

計 上 額

損益に含まれた

評 価 差 額

金 銭 の 信 託 20,275 △  2,270 11,503 △  1,613

２． 満期保有目的の金銭の信託
該当ありません。

３． 運用目的、満期保有目的以外の金銭の信託
該当ありません。
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デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係

１． 取引の状況に関する事項

(1)取引の内容

当社が利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引、通貨オプション取引及

び通貨スワップ取引、金利関連では金利スワップ取引、株式関連では株式先物取引及び株式オプ

ション取引、債券関連では債券先物取引及び債券オプション取引、信用関連ではクレジットデリ

バティブ取引であります。

(2)取引に対する取組方針・利用目的
当社は為替・金利・価格の変動に伴う市場リスク及び取引対象物の信用度の変動に伴う信用リ

スクのコントロールを目的として、資産、負債及びデリバティブ取引の総合的ポジション、リス
ク量及び損益状況を勘案し、デリバティブ取引を利用しております。

(3)取引に係るリスクの内容

当社が行っている為替予約取引、通貨オプション取引及び通貨スワップ取引は為替の変動によ

るリスクを、株式先物取引及び株式オプション取引は株価の変動によるリスクを、金利スワップ

取引、債券先物取引及び債券オプション取引は金利の変動によるリスクを、クレジットデリバテ

ィブ取引は取引対象物の信用リスクを有しております。ただし、取引対象物の価格の変動に対す

る当該取引の時価の変動率が大きい取引（レバレッジ効果の著しい取引）は利用しておりません。

また、当社は、取引の相手の契約不履行により生ずる信用リスクを回避するため、信用度の高

い金融機関・証券会社等を相手としてデリバティブ取引を行っております。

(4)取引に係るリスク管理体制

当社はデリバティブ取引の決裁手続を定めた職務権限規程及び諸勘定の特性を考慮し取引限

度額等を定めた資産運用リスク管理規程等に基づきデリバティブ取引を実行しております。

日常のデリバティブ取引については、取引実行部門とは独立した業務管理部門が取引実行部門

から回付される約定連絡票と金融機関・証券会社等から直接送付される取引報告書を照合するこ

とにより内容を確認しております。また、同様に取引実行部門とは独立したリスク管理部門が取

引のポジション、VaR（バリュー・アット・リスク）手法によって定量化されたリスク量及び損

益状況を把握し、毎週開催される投資方針会議において、資産運用部門の担当役員に対して規定

の遵守状況について報告し、資産運用部門の内部牽制を働かせるとともに、資産運用統括部門よ

り毎月資産運用委員会・業務執行会議等の経営会議に対して、デリバティブ取引の運用状況に関

する報告を実施しております。

２． 取引の時価等に関する事項

以下の表における契約額等は、デリバティブ取引における名目的な契約額又は計算上の想定元本であり、

当該金額自体がそのままデリバティブ取引に係る市場リスクや信用リスク等を表すものではありません。

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(1) 通貨関連
(単位：百万円)

第 1 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 2 期(平成 15 年 3 月 31 日現在)

契 約 額 等 契 約 額 等
区

分
種類

うち1年超
時 価 評価損益

うち1年超
時 価 評価損益

為 替 予 約 取 引

売 建

米 ド ル 14,128 - 14,254 △ 126 - - - -

買 建

米 ド ル 104,267 - 105,557 1,289 82,382 - 83,411 1,028

通 貨 ス ワ ッ プ 取 引 1,810 - △ 813 △ 813 - - - -

市

場

取

引

以

外

の

取

引

合    計 - - - 348 - - - 1,028

（注）1．為替予約取引に係る時価の算定方法は、期末の先物為替相場を使用しております。

      2．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載の対象から除いております。
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(2) 金利関連
(単位：百万円)

第 1 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 2 期(平成 15 年 3 月 31 日現在)

契 約 額 等 契 約 額 等
区

分
種類

うち1年超
時 価 評価損益

うち1年超
時 価 評価損益

金 利 ス ワ ッ プ 取 引

市

場

取

引受取固定・支払変動 38,900 33,900 1,025 1,025 33,900 26,400 786 786

以
外
の
取
引

合    計 - - - 1,025 - - - 786

（注）1．時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格によっております。

      2．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載の対象から除いております。

(3) 株式関連
(単位：百万円)

第 1 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 2 期(平成 15 年 3 月 31 日現在)

契 約 額 等 契 約 額 等
区

分
種類

うち1年超
時 価 評価損益

うち1年超
時 価 評価損益

株 価 指 数 先 物 取 引

売 建 957 - 957 0 - - - -

市

場

取

引

合    計 - - - 0 - - - -

（注） 時価の算定方法は、当該市場の最終の価格によっております。

(4) 債券関連
(単位：百万円)

第 1 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 2 期(平成 15 年 3 月 31 日現在)

契 約 額 等 契 約 額 等
区

分
種類

うち1年超
時 価 評価損益

うち1年超
時 価 評価損益

債券店頭オプション取引

市

場

取

引買 建

コ ー ル - - - - 7,140 - 0 △   0

以
外
の
取
引 (0)

合    計 - - - - - - - △   0

（注）1．時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格によっております。

2．「契約額等」の下段(  )書きの金額は、契約時のオプション料であります。

(5) その他
(単位：百万円)

第 1 期(平成 14 年 3 月 31 日現在) 第 2 期(平成 15 年 3 月 31 日現在)

契 約 額 等 契 約 額 等
区

分
種類

うち1年超
時 価 評価損益

うち1年超
時 価 評価損益

クレジットデリバティブ取引

市

場

取

引売 建 21,000 20,000 △ 63 △ 63 27,000 27,000 215 215

以
外
の
取
引

合    計 - - - △ 63 - - - 215

（注） 時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格によっております。
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退職給付関係退職給付関係退職給付関係退職給付関係

１． 採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けております。また、厚生年金基金制度及び退職一時金制度において退職給付信託を設定しておりま

す。なお、厚生年金基金の代行部分について、平成１５年３月１４日付で厚生労働大臣から、将来分

支給義務免除の認可を受けました。

２． 退職給付債務に関する事項

(単位：百万円)
第 1期

(平成14年 3月 31日現在)

第 2期

(平成 15年 3月 31 日現在)
イ． 退職給付債務 △　147,570 △　133,462
ロ． 年金資産 　　  108,197 　　  83,467

ハ． 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △　 39,372 △　 49,994
ニ． 未認識数理計算上の差異 22,557 37,774

ホ． 貸借対照表計上額の純額(ハ＋ニ) △   16,815 △   12,219
ヘ． 前払年金費用 - 5,623

ト． 退職給付引当金(ホ－ヘ) △   16,815 △   17,843

(注) 1．第 1期の数値には、厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

　 2．退職一時金制度の一部については、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

　 3．厚生年金基金の代行部分返上に関し、｢退職給付会計に関する実務指針（中間報告）｣（日本

公認会計士協会会計制度委員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当

該認可の日において、代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したもの

とみなして処理しております。なお、当期末における年金資産の返還相当額は 14,110百万円

であります。

３． 退職給付費用に関する事項

(単位：百万円)
第 1期

平成13年4月 1日から

平成14年3月31日まで

第 2期

平成14年4月 1日から

平成15年3月31日まで
イ． 勤務費用(注)1、2 　6,561 　7,569
ロ． 利息費用 　　  3,819 　　  3,568
ハ． 期待運用収益 　△   1,856 　△   1,580
ニ． 数理計算上の差異の費用処理額 194 1,491
ホ． 過去勤務債務の費用処理額(注)3 △  11,290 -

ヘ． 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) △   2,572 11,049
ト． 厚生年金基金の代行部分返上益(注)4 - △   7,586

チ． 計(ヘ＋ト) △   2,572 3,463
(注) 1．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除して記載しております。

　 2．簡便法を採用している退職一時金制度に係る退職給付費用は、「イ．勤務費用」に含めて記

載しております。

　 3．合併に伴う退職給付制度の改定により発生した過去勤務債務(債務の減額)であり、第 1期の

その他特別利益に計上しております。

　 4．厚生年金基金の代行部分返上益は、第 2期のその他特別利益に計上しております。
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４． 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

第 1期

(平成13年度)

第 2期

(平成14年度)
退職給付見込額の

期間配分方法

期間定額基準 同左

割引率 2.5% 2.0%

期待運用収益率 厚生年金基金及び適格退職年金 3.0%

退職給付信託 0.0%

厚生年金基金及び適格退職年金 2.5%

退職給付信託 0.0%

過去勤務債務の額

の処理年数

1年(発生した年度に全額費用処理) 同左

数理計算上の差異

の処理年数

15年(発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額法

により、翌事業年度から費用処理する

こととしております。)

同左
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税効果会計関係税効果会計関係税効果会計関係税効果会計関係

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：百万円)

第 1期

(平成 14年 3月 31 日現在)

第 2期

(平成 15年 3月 31 日現在)

繰延税金資産

　責任準備金 98,647 95,211

　有価証券 27,282 36,627

　支払備金 43,533 30,706

　減価償却費 8,985 11,788

　退職給付信託設定有価証券 7,736 7,851

　その他 21,169 21,251

繰延税金資産小計 207,354 203,437

　評価性引当額 - △   2,555

繰延税金資産合計 207,354 200,881

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額 △  59,714 △  10,042

　その他 △     874 △   1,374

繰延税金負債合計 △  60,589 △  11,417

繰延税金資産の純額 146,765 189,464

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳

(単位：％)

第 2期

(平成 15年 3月 31 日現在)

法定実効税率 36.1

(調整)

交際費等の損金不算入額 4.0

受取配当等の益金不算入額 △  5.2

住民税均等割額 1.7

評価性引当額 12.4

その他 1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.1

第 1 期は、税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。
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ソルベンシーソルベンシーソルベンシーソルベンシー・マージン比率・マージン比率・マージン比率・マージン比率

(単位：百万円、％)

第 1 期

(平成 14 年 3 月 31 日現在)

第 2 期

(平成 15 年 3 月 31 日現在)

(A) ソルベンシー・マージン総額 705,397 589,194

資本の部合計(社外流出予定額、繰延資産及び株式

等評価差額金を除く) 283,359 285,882

価格変動準備金 1,182 1,222

異常危険準備金(地震保険危険準備金を含む) 201,456 215,015

一般貸倒引当金 6,151 3,340

その他有価証券の評価差額(税効果控除前)の 90% 148,914 25,043

土地の含み損益の 85% 12,717 4,825

控除項目 12,530 12,530

その他 64,145 66,394

(B) リスクの合計額

54
2

32
2
1 RR)RR(R ++++ 180,185 172,419

一般保険リスク )(R1 57,472 57,775

予定利率リスク )(R 2 1,910 1,556

資産運用リスク )(R3 98,251 88,034

経営管理リスク )(R 4 6,475 4,180

巨大災害リスク )(R5 58,230 61,634

(C) ソルベンシー・マージン比率

[(A)/{(B)×1/2}]×100 783.0 683.4

(注)上記の金額及び数値は、保険業法施行規則第 86 条及び第 87 条並びに平成 8 年大蔵省告示第 50

号の規定に基づいて算出しております。

＜ソルベンシー＜ソルベンシー＜ソルベンシー＜ソルベンシー・マージン比率について＞・マージン比率について＞・マージン比率について＞・マージン比率について＞

・ 損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てています

が、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合

でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。

・ こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（上表の(B)）に対する「損害保険会社が保有してい

る資本・準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額：上表の(A)）の割合を示す指標として、保険

業法等に基づき計算されたのが、「ソルベンシー・マージン比率」(上表の(C))です。

・ 「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。

① 保険引受上の危険

(一般保険リスク)

： 保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険(巨大災害

に係る危険を除く。)

② 予定利率上の危険

(予定利率リスク)

： 積立保険について、実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回る

ことにより発生し得る危険

③ 資産運用上の危険

(資産運用リスク)

： 保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生

し得る危険等

④ 経営管理上の危険

(経営管理リスク)

： 業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③及び⑤以外のもの

⑤ 巨大災害に係る危険

(巨大災害リスク)

： 通常の予測を超える巨大災害(関東大震災等)により発生し得る危険

・ ｢損害保険会社が有している資本・準備金等の支払余力｣（ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保険会社の資本、

諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額であります。

・ ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつですが、そ

の数値が 200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。
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リスク管理債権情報リスク管理債権情報リスク管理債権情報リスク管理債権情報

（単位：百万円）

第 1期

(平成14年3月31日現在)

第 2期

(平成15年3月31日現在)
比較増減

破 綻 先 債 権 額 277 314 36

延 滞 債 権 額 14,198 20,101 5,903

3 カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 548 872 323

貸 付 条 件 緩 和 債 権 額 8,034 3,872 △  4,162

リ ス ク 管 理 債 権 計            (a) 23,058 25,159 2,101

貸 付 金            (b) 399,193 364,359 △ 34,833

対貸付金割合(a)/(b)×100 5.8% 6.9% 1.1%

 （注）各債権の意義は次のとおりであります。

(1)破綻先債権

  破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由に

より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった

貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、

法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1 項第 3 号のイからホまでに掲げる事

由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸付金であります。

(2)延滞債権

 延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。

(3)３カ月以上延滞債権

  ３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延し

ている貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

(4)貸付条件緩和債権

  貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った

貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
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＜利回りの計算方法＞

平成 14年度損益状況の対前期比較(2ページ)に記載の各利回りの計算方法は、次のとおりであります。

１．運用資産利回り(インカム利回り)

運用資産利回り(インカム利回り)とは、資産運用に係る成果を、インカム収入(利息及び配当金収入)

の観点から示す指標であり、分子は運用資産に係る利息及び配当金収入、分母は取得原価をベースと

した利回りであります。

  ・分子＝利息及び配当金収入(金銭の信託運用益(損)中の利息及び配当金収入に相当する額を含む。)

  ・分母＝取得原価又は償却原価による平均残高

２．資産運用利回り(実現利回り)

資産運用利回り(実現利回り)とは、資産運用に係る成果を、当期の期間損益(損益計算書)への寄与の

観点から示す指標であり、分子は実現損益、分母は取得原価をベースとした利回りであります。

  ・分子＝資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用

  ・分母＝取得原価又は償却原価による平均残高

３．時価総合利回り(参考開示)

時価総合利回りとは、時価ベースでの運用効率を示す指標であり、分子は実現損益に加えて時価評価

差額の増減を反映させ、分母は時価をベースとした利回りであります。

  ・分子＝(資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用)

  ＋(当期末評価差額※－前期末評価差額※)＋繰延ヘッジ損益増減

  ・分母＝取得原価又は償却原価による平均残高＋その他有価証券に係る前期末評価差額※

  ＋売買目的有価証券に係る前期末評価損益

      ※税効果控除前の金額
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(ご参考)

営業収支の状況

  当期の損益の状況は、平成 14年度損益状況の対前期比較（2ページ）に記載のとおりでありますが、①自賠責

政府再保険制度の廃止による影響及び②フォートレス・リー（ＦＲ）社を代理店とする再保険契約の影響という

二つの特殊要因を除いた主要な経営指標は以下のとおりであります。

(単位：億円、％)

決算数値 除く特殊要因

平成 13年度 平成 14年度 平成 13年度 平成 14年度

期別

科目 (第 1期) (第 2期) (第 1期) (第 2期)

正 味 収 入 保 険 料 7,773 8,368 7,764 7,732

正味支払保険金(含む損害調査費) 5,204 5,025 4,881 4,657

正 味 事 業 費 3,026 2,952 2,959 2,933

営 業 収 支 残 △   457 389 △    76 141

( 諸 比 率 )

正味収入保険料増収率 △  1.9% 7.7% △  1.2% △  0.4%

正 味 損 害 率 67.0% 60.1% 62.9% 60.2%

正 味 事 業 費 率 38.9% 35.3% 38.1% 37.9%

コンバインド・レシオ 105.9% 95.3% 101.0% 98.2%

収 支 残 率 △  5.9% 4.7% △  1.0% 1.8%

・ 「特殊要因」の内訳は次のとおりであります。

(単位：億円)

平成 13年度

(第 1期)

平成 14年度

(第 2期)

自賠責政府再保険制度

の廃止影響
正味収入保険料

正味支払保険金

－

－

483

6

ＦＲ社を代理店とする

再保険契約の影響
正味収入保険料

正味支払保険金

正味事業費

8

322

67

152

362

19
    

  なお、ＦＲ関係の支払備金の状況は次のとおりであります。

       平成 14年度末残高                 884 億円

       対前年度末増減            △   282 億円

［諸比率の計算式］

・ 正味事業費＝諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費

・ 営業収支残＝正味収入保険料－正味支払保険金－損害調査費－正味事業費

・ 正味損害率＝(正味支払保険金＋損害調査費)÷正味収入保険料×１００

・ 正味事業費率＝正味事業費÷正味収入保険料×１００

・ コンバインド・レシオ＝正味損害率＋正味事業費率

・ 収支残率＝１００－コンバインド・レシオ
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役  員  の  異  動

（平成１５年６月２７日付の予定）

１． 代表者の異動

      該  当  な  し

２．その他役員の異動

  （１）新任取締役候補

          専務取締役     
し

志  
き

岐      
ひろし

宏  （ 現  専務執行役員 ）

    

          常務取締役     
さい

斎  
とう

藤  
やす

靖  
お

男   （ 現  常務執行役員 ）

          常務取締役     
す

須  
どう

藤      
しげる

滋  （ 現  常務執行役員 ）

  （２）退任予定取締役

          常務取締役     
わし

鷲  
お

尾  
けん

健  
じ

治      トヨタ自動車九州株式会社

                                               常務取締役就任予定

  （３）新任監査役候補

          監査役（常勤） 
たま

玉  
もと

本  
のぶ

誠  
お

男      現  株式会社日本ｾｷｭﾘﾃｨｱﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

                                                   代表取締役社長

  （４）退任予定監査役

          監査役（常勤） 
はす

蓮  
ぬま

沼      
ひとし

旬

                                                                              

（平成１５年６月１日付の予定）

      執行役員の選任

   

          執 行 役 員    
すえ

末  
なが

永      
たかし

隆  （ 嘱任  トヨタ事業本部副本部長 ）

          執 行 役 員    
うめ

梅  
むら

村  
たか

孝  
よし

義   （ 嘱任  経営企画・経理担当役員付 ）

                                                                       以  上



（ご参考)

種目別内訳
（除く フォートレス関連・自賠責政府再保険廃止影響）

1．正味収入保険料
(単位：百万円)

年度 平成１３年度 平成１４年度

（第１期） （第２期）

保険種目 金 額 増 収 率 金 額 増 収 率
％ ％ 

火 災 保 険 91,027    1.7  △     81,042    11.0  △    

海 上 保 険 5,343     1.3  △     5,224     2.2  △     

傷 害 保 険 51,867    9.7  △     49,887    3.8  △     

自 動 車 保 険 488,179   0.3  △     490,025    0.4 

自 賠 責 保 険 78,548    3.2  △     83,180     5.9 

そ の 他 61,502     2.8 63,852     3.8 

合 計 776,468   1.2  △     773,213   0.4  △     

２．正味支払保険金

(単位：百万円)

年度 平成１３年度 平成１４年度

（第１期） （第２期）

保険種目 金 額 正味損害率 金 額 正味損害率
％ ％ ％ 

火 災 保 険 44,897     51.3 37,188     48.2 3.1  △     

海 上 保 険 3,874      77.3 2,711      55.0 22.3  △    

傷 害 保 険 20,186     43.7 18,767     42.8 0.9  △     

自 動 車 保 険 286,134    63.5 273,352    60.4 3.1  △     

自 賠 責 保 険 49,354     73.6 50,630     70.5 3.1  △     

そ の 他 43,546     75.8 44,144     74.7 1.1  △     

合 計 447,994    62.9 426,794    60.2 2.7  △     

損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷ 正味収入保険料

平成15年5月19日 
【社名　あいおい損害保険株式会社】

正味損害率の
比較増減


